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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第105期

中間連結会計期間
第106期

中間連結会計期間
第105期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （百万円） 391,230 393,930 801,698

経常利益 （百万円） 26,972 19,833 57,960

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 21,545 13,906 48,167

中間包括利益又は

包括利益
（百万円） 21,823 11,860 48,344

純資産額 （百万円） 424,309 425,000 423,172

総資産額 （百万円） 697,696 696,718 696,340

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 99.77 68.58 224.73

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 58.7 58.8 58.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 23,558 23,750 55,713

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △24,984 △25,912 △47,784

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,994 4,360 △23,625

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
（百万円） 94,357 81,020 81,805

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　当社は当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。１株当

たり中間（当期）純利益の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算において控除する自己株式に

当該信託口が保有する当社株式を含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　当中間連結会計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

 

＜精密部品事業＞

　NHKオートモーティブコンポーネンツインディア社については、重要性が増したため、当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当社グループの主要な事業分野であります自動車関連市場においては、国内の自動車生産台数は3,978千台で前

年同期比0.3％の増加、北米（米国・カナダ）においては5,997千台で前年同期比4.5％の増加、中国では15,431千

台で前年同期比17.4％の増加、タイでは759千台で前年同期比0.3％の増加となりました（いずれも台数は各拠点の

決算期に応じた集計）。

　もう一方の主要な事業分野であります情報通信関連市場につきましては、HDD（ハードディスクドライブ）の世

界生産台数は前年同期比で減少しましたが、データセンター向け高容量HDDが増加したことで、当社の主力製品で

ありますサスペンションの総需要は増加しました。

　以上のような経営環境のもと、売上高は393,930百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益は18,534百万円（前年

同期比19.2％減）、経常利益は19,833百万円（前年同期比26.5％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は13,906

百万円（前年同期比35.5％減）となりました。

 

　セグメントの状況は以下のとおりです。

 

［懸架ばね事業］

　懸架ばね事業は、日本国内での需要減少があったものの、タイにおける原材料及び諸資材価格上昇分の製品売価

への転嫁が進んだことや一部車種の台数増加により、売上高は83,014百万円（前年同期比0.6％減）、営業利益は

300百万円（前年同期は営業損失652百万円）となりました。

 

［シート事業］

　シート事業は、国内及びタイでの日系メーカー減産影響や北米の車種・品種構成の変化等により、売上高は

142,003百万円（前年同期比5.9％減）、営業利益は2,028百万円（前年同期比63.1％減）となりました。

 

［精密部品事業］

　精密部品事業は、データセンター向け高容量HDDの需要の増加によりHDD用機構部品の売上数量が増加し、またイ

ンドの子会社を連結範囲に加えたことで、売上高は50,812百万円（前年同期比2.0％増）となりました。一方、米

国追加関税の先行負担の影響や固定費の増加等により、営業利益は1,312百万円（前年同期比23.2％減）となりま

した。

 

［DDS事業］

　DDS事業は、データセンター向け高容量HDDの需要は増加し、HDD用サスペンションの売上数量は前年同期比で増

加したものの、固定費の増加や為替の影響等により、売上高は60,040百万円（前年同期比15.5％増）、営業利益は

12,063百万円（前年同期比4.4％減）となりました。

 

［産業機器ほか事業］

　産業機器ほか事業は、半導体プロセス部品の需要は継続的に増加しているものの、半導体プロセス部品と金属基

板の将来的な需要増に対応するための設備投資に対する償却費等の増加により、売上高は58,060百万円（前年同期

比5.6％増）、営業利益は2,828百万円（前年同期比25.2％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末の総資産については、営業取引の減少により営業債権等が減少した一方、設備投資額等の

増加により有形固定資産が増加したほか、保有上場株式の時価の上昇により投資有価証券が増加しました。その結

果、総資産は前連結会計年度末に比べ377百万円増加し、696,718百万円となりました。

　負債については、有利子負債が増加した一方、支払サイト短縮に伴う仕入債務の減少等により、前連結会計年度

末に比べ1,450百万円減少し、271,717百万円となりました。

　純資産については、自己株式の取得や為替が円高に推移したことにより為替換算調整勘定は減少したものの、そ

の他有価証券評価差額金及び親会社株主に帰属する中間純利益による利益剰余金の増加等により、前連結会計年度

末に比べ1,828百万円増加し、425,000百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は81,020百万円となり、前年同期末に比べ13,336百万円の減

少となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益や減価償却費の計上等により、23,750百万円の

増加（前年同期は23,558百万円の増加）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、25,912百万円の減少（前年同

期は24,984百万円の減少）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得や配当金の支払による支出があったものの、借入による

収入等により、4,360百万円の増加（前年同期は1,994百万円の減少）となりました。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

 当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

 当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、12,256百万円であります。なお、当中間連

結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 231,066,144 231,066,144
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であ

り、単元株式数は100株であ

ります。

計 231,066,144 231,066,144 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2025年４月１日～

　2025年９月30日
－ 231,066,144 － 17,009 － 17,295
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 24,892 12.22

三菱ＵＦＪ信託銀行 退職給付信託

大同特殊鋼口 共同受託者 日本マスター

トラスト信託銀行株式会社

東京都港区赤坂一丁目８番１号 22,392 11.00

双日株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目１番１号 13,199 6.48

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信

託　神戸製鋼所口　再信託受託者　株式

会社日本カストディ銀行

東京都中央区晴海一丁目８番12号 9,504 4.67

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番12号 9,448 4.64

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信

託　みずほ銀行口　再信託受託者　株式

会社日本カストディ銀行

東京都中央区晴海一丁目８番12号 5,753 2.83

株式会社横浜銀行

（常任代理人　株式会社日本カストディ

銀行）

横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
5,718 2.81

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目15番１号）

4,570 2.24

日本発条社員持株会 横浜市金沢区福浦三丁目10番地 4,491 2.21

THE BANK OF NEW YORK, TREATY JASDEC

ACCOUNT

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀

行）

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040

BRUSSELS,BELGIUM

（東京都千代田区丸の内一丁目４番５

号）

3,053 1.50

計 － 103,023 50.59

（注）１　当社は、自己株式27,438,482株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２　上記信託銀行及び日本カストディ銀行の所有株式は全て信託業務に係る株式であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は、100株であ

ります。

普通株式

 27,438,400

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
203,463,300 2,034,633 同上

単元未満株式 普通株式 164,444 －

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であり

ます。

発行済株式総数  231,066,144 － －

総株主の議決権  － 2,034,633 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株（議決権の数12個）、日発

販売株式会社名義（2012年４月１日付で当社と株式交換をした際の失念株分）の株式が300株（議決権の数

３個）、当社取締役（社外取締役を除く。）への株式報酬制度のために設定した株式給付信託の信託財産と

して株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する株式が1,033,700株（議決権の数10,337個）含まれ

ております。なお、当該日発販売株式会社名義の株式300株（議決権の数３個）につきましては、同社は実

質的には株式を所有しておりません。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式 82株

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本発条株式会社

横浜市金沢区福浦

三丁目10番地
27,438,400 － 27,438,400 11.87

計 － 27,438,400 － 27,438,400 11.87

（注）株式給付信託の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する株式1,033,700株は、上記

自己株式数に含めておりません。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(１)【中間連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 97,234 99,384

受取手形、売掛金及び契約資産 149,992 146,189

電子記録債権 16,465 15,020

商品及び製品 30,406 28,543

仕掛品 16,391 17,532

原材料及び貯蔵品 39,062 34,826

部分品 11,772 12,666

その他 29,102 26,160

貸倒引当金 △13 △4

流動資産合計 390,414 380,319

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 175,916 179,793

減価償却累計額 △120,004 △121,228

建物及び構築物（純額） 55,911 58,564

機械装置及び運搬具 327,914 328,748

減価償却累計額 △269,522 △269,663

機械装置及び運搬具（純額） 58,392 59,085

土地 34,939 34,705

リース資産 1,437 1,402

減価償却累計額 △727 △534

リース資産（純額） 710 868

建設仮勘定 25,088 25,566

その他 101,102 101,783

減価償却累計額 △90,785 △90,859

その他（純額） 10,317 10,923

有形固定資産合計 185,359 189,712

無形固定資産 3,229 3,924

投資その他の資産   

投資有価証券 64,962 68,565

長期貸付金 1,368 484

繰延税金資産 9,211 8,682

退職給付に係る資産 29,152 29,576

その他 14,409 17,208

貸倒引当金 △1,767 △1,755

投資その他の資産合計 117,336 122,760

固定資産合計 305,925 316,398

資産合計 696,340 696,718
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 99,018 89,310

電子記録債務 13,178 5,896

短期借入金 27,199 34,295

コマーシャル・ペーパー 10,000 10,000

１年内償還予定の社債 － 10,000

リース債務 611 747

未払法人税等 4,308 4,147

賞与引当金 11,915 12,828

役員賞与引当金 325 234

設備関係支払手形 471 334

その他 27,287 26,070

流動負債合計 194,317 193,866

固定負債   

社債 13,000 3,000

長期借入金 20,015 27,334

リース債務 991 1,278

長期未払法人税等 231 231

繰延税金負債 13,002 15,345

退職給付に係る負債 25,244 24,577

役員退職慰労引当金 521 563

執行役員退職慰労引当金 970 1,007

その他 4,873 4,514

固定負債合計 78,850 77,851

負債合計 273,168 271,717

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,009 17,009

資本剰余金 17,954 18,278

利益剰余金 327,545 333,491

自己株式 △36,768 △39,052

株主資本合計 325,741 329,727

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 26,822 31,587

為替換算調整勘定 42,372 36,133

退職給付に係る調整累計額 12,743 12,229

その他の包括利益累計額合計 81,937 79,950

非支配株主持分 15,492 15,322

純資産合計 423,172 425,000

負債純資産合計 696,340 696,718
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(２)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 391,230 393,930

売上原価 338,586 342,565

売上総利益 52,644 51,364

販売費及び一般管理費 ※１ 29,694 ※１ 32,830

営業利益 22,949 18,534

営業外収益   

受取利息 983 1,065

受取配当金 1,690 1,791

持分法による投資利益 1,054 494

為替差益 739 －

その他 924 1,425

営業外収益合計 5,391 4,777

営業外費用   

支払利息 108 259

貸倒引当金繰入額 142 0

固定資産除却損 219 177

為替差損 － 2,582

製品補償費 180 109

その他 719 349

営業外費用合計 1,369 3,478

経常利益 26,972 19,833

特別利益   

受取和解金 ※２ 2,000 －

特別利益合計 2,000 －

税金等調整前中間純利益 28,972 19,833

法人税等 6,577 5,480

中間純利益 22,394 14,353

非支配株主に帰属する中間純利益 849 446

親会社株主に帰属する中間純利益 21,545 13,906
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【中間連結包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 22,394 14,353

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,071 4,769

為替換算調整勘定 7,416 △6,380

退職給付に係る調整額 △550 △514

持分法適用会社に対する持分相当額 634 △366

その他の包括利益合計 △571 △2,493

中間包括利益 21,823 11,860

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 20,331 11,919

非支配株主に係る中間包括利益 1,491 △59
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(３)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 28,972 19,833

減価償却費 14,275 13,929

退職給付に係る資産負債の増減額 △413 △805

受取利息及び受取配当金 △2,674 △2,857

支払利息 108 259

為替差損益（△は益） △962 1,406

持分法による投資損益（△は益） △1,054 △494

有形固定資産除売却損益（△は益） 133 △153

受取和解金 △2,000 －

売上債権の増減額（△は増加） △609 2,942

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,261 2,996

仕入債務の増減額（△は減少） △258 △16,265

その他 △2,290 3,938

小計 29,966 24,729

利息及び配当金の受取額 3,440 2,887

利息の支払額 △54 △204

和解金の受取額 2,000 －

法人税等の支払額 △11,794 △3,662

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,558 23,750

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △1,405 △3,836

有形固定資産の取得による支出 △23,479 △20,337

有形固定資産の売却による収入 559 386

無形固定資産の取得による支出 △543 △634

投資有価証券の取得による支出 △9 △220

投資有価証券の売却による収入 1 57

貸付けによる支出 △231 △532

貸付金の回収による収入 123 205

その他 1 △1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,984 △25,912

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △777 1,183

長期借入れによる収入 21,000 20,000

長期借入金の返済による支出 △3,907 △6,497

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 13,000 25,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △13,000 △25,000

自己株式の取得による支出 △10,646 △1,981

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の

取得による支出
△1,583 △0

リース債務の返済による支出 △221 △273

配当金の支払額 △5,541 △7,960

非支配株主への配当金の支払額 △317 △109

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,994 4,360

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,711 △2,999

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,291 △801

現金及び現金同等物の期首残高 93,065 81,805

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 16

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 94,357 ※ 81,020
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　NHKオートモーティブコンポーネンツインディア社については、重要性が増したため、当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対して、次のとおり保証を行っております。

債務保証

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

非連結子会社及び関連会社 118百万円 148百万円

従業員 4 〃 3 〃

合計 123 〃 152 〃

 

２　偶発債務

　当社は、ハードディスクドライブ（HDD）用サスペンションの取引について、台湾の公平交易法（独占禁

止法）に違反したとして、台湾公平交易委員会より2020年11月に課徴金納付命令（285百万台湾ドル）を受

領しました。これを不服として、2021年１月に抗告訴訟を提起しておりましたが、2023年８月に当社の全面

勝訴が言い渡されました。

　台湾公平交易委員会はこれを不服とし、2023年９月に上訴しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

給料・手当・賞与 14,027百万円 15,519百万円

 

※２　受取和解金

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　受取和解金は、当社に対する特許侵害訴訟において、和解が成立したことによるものであります。

 

３　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第46号　2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関

する国際最低課税額に対する法人税等を計上しておりません。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 107,196百万円 99,384百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △12,838 〃 △18,364 〃

現金及び現金同等物 94,357 〃 81,020 〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 5,541 25.0 2024年３月31日 2024年６月26日

（注）　2024年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する

配当金４百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年11月13日

取締役会
普通株式 利益剰余金 6,450 30.0 2024年９月30日 2024年12月３日

（注）　2024年11月13日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する

配当金５百万円が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 7,960 39.0 2025年３月31日 2025年６月26日

（注）１．2025年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金

７百万円が含まれております。

２．１株当たり配当額には、特別配当6.0円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年11月12日

取締役会
普通株式 利益剰余金 6,719 33.0 2025年９月30日 2025年12月２日

（注）　2025年11月12日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金34百万

円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品 DDS

産業機器
ほか

計

売上高         

外部顧客への売上高 83,533 150,861 49,830 51,998 55,005 391,230 － 391,230

セグメント間の内部

売上高又は振替高
952 66 1,267 △524 6,406 8,169 △8,169 －

計 84,486 150,928 51,098 51,474 61,412 399,399 △8,169 391,230

セグメント利益又は損失(△)

(営業利益又は損失(△))
△652 5,493 1,709 12,617 3,781 22,949 － 22,949

（注）１　セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額8,169百万円はセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございませ

ん。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 懸架ばね シート 精密部品 DDS

産業機器
ほか

計

売上高         

外部顧客への売上高 83,014 142,003 50,812 60,040 58,060 393,930 － 393,930

セグメント間の内部

売上高又は振替高
958 472 780 － 6,510 8,721 △8,721 －

計 83,972 142,475 51,592 60,040 64,571 402,652 △8,721 393,930

セグメント利益(営業利益) 300 2,028 1,312 12,063 2,828 18,534 － 18,534

（注）１　セグメント間の内部売上高又は振替高の調整額8,721百万円はセグメント間取引の消去であります。

２　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しており、調整額はございません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

 （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 懸架ばね シート 精密部品 DDS
産業機器
ほか

売上高       

　　日本 33,059 86,186 29,491 16,790 53,953 219,480

　　アジア 19,883 32,094 13,213 35,208 1,052 101,451

　　米欧ほか 30,590 32,581 7,126 － － 70,298

顧客との契約から生じる収益 83,533 150,861 49,830 51,998 55,005 391,230

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 83,533 150,861 49,830 51,998 55,005 391,230

（注）１　地域別の売上高は、販売元の所在地を基礎としております。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（１）ア ジ ア・・・・タイ・マレーシア・中国・インド

（２）米欧ほか・・・・アメリカ・メキシコ・オランダ・ハンガリー

 

　Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 懸架ばね シート 精密部品 DDS
産業機器
ほか

売上高       

　　日本 32,426 80,832 29,840 18,807 57,532 219,440

　　アジア 20,924 30,193 14,767 41,232 527 107,645

　　米欧ほか 29,663 30,976 6,204 － － 66,844

顧客との契約から生じる収益 83,014 142,003 50,812 60,040 58,060 393,930

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 83,014 142,003 50,812 60,040 58,060 393,930

（注）１　地域別の売上高は、販売元の所在地を基礎としております。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（１）ア ジ ア・・・・タイ・マレーシア・中国・インド

（２）米欧ほか・・・・アメリカ・メキシコ・オランダ・ハンガリー
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前中間連結会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 99.77円 68.58円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 21,545 13,906

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
21,545 13,906

普通株式の期中平均株式数（千株） 215,940 202,776

（注）１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は当社取締役（社外取締役を除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。

株式給付信託口が保有する当社株式を、「１株当たり中間純利益」の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間196千株、当中間連結会計期間471千株）。

 

（重要な後発事象）

（連結子会社及び持分法適用会社の清算）

　当社は、2025年11月12日開催の取締役会において、湖北日発汽車零部件有限公司及び広州福恩凱汽配有限公司

について、清算を決議いたしました。

 

１．清算の理由

　湖北日発汽車零部件有限公司及び広州福恩凱汽配有限公司は、中国市場における日系自動車メーカーへの

シート事業の拡大を図ってまいりました。しかしながら、日系自動車メーカーの販売が減速し、今後の回復も

見通せない状況にあります。このような事業環境の変化及び経営資源の選択と集中の観点から、当該連結子会

社及び持分法適用会社の清算を決定いたしました。

 

２．清算を決定した会社の概要

名称 湖北日発汽車零部件有限公司 広州福恩凱汽配有限公司

所在地 中国湖北省襄陽市 中国広東省広州市

資本金 180百万元 20万米ドル

代表者 総経理 佐々木 哲也 総経理 高橋 喜之

当社持分比率 100％ 100％

設立年月日 2010年11月30日 2011年４月24日

当社との関係 連結子会社 持分法適用会社

主な事業内容 自動車用シートの製造
自動車用シート完成品及び

コンポーネントの販売

 

３．清算の時期

　現地の法令に従い手続きが完了次第、清算結了となる予定ですが、具体的な日程は現時点で未定でありま

す。

 

４．清算による業績への影響

　当該連結子会社及び持分法適用会社の清算が当連結会計年度の業績に与える影響は軽微であります。
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２【その他】

１（配当金関係）

　第106期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）中間配当については、2025年11月12日開催の取締役会に

おいて、2025年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しまし

た。

①　配当金の総額 6,719百万円

②　１株当たりの金額 33.0円

③　支給請求権の効力発生日及び支払開始日 2025年12月２日

（注）2025年11月12日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金

34百万円が含まれております。

 

２（訴訟関係）

　ハードディスクドライブ（HDD）用サスペンションの製造販売について、2019年７月に米国シャーマン法（独占

禁止法）に違反したとして、米国司法省と司法取引契約に合意し、罰金を支払いました。

　また、本事案については、米国及びカナダにおいて損害賠償を求める消費者集団訴訟も提起されております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年11月12日

日本発条株式会社

取締役会 御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　　田   憲　　一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉　　岡　　昌　　樹

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本発条株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日本発条株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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